


経理に関しては、情報処理センター利用のために預託された預かり金と、情報処理

センターの利用時に利用料金として当機構が収受した金銭、また、新たに導入した

請求書による銀行振込（後払い）方式に関する情報処理センター利用に応じて発行

する請求書の金銭徴収については、収支計画書に基づき適切に管理した。なお、令

和元年度情報処理センター単体での収支実績は経費が上回る状態となっているが、

事業規模がかなり小規模なため、当機構全体の収支に対する影響は限定的であった。 

 

（２）情報処理業務に用いる設備の維持及び更新の見通し 

①機器更新や拡充等各種の機能改善の適切な実施 

情報処理業務を実施するために必要な電子計算機その他の機器について、情報処理

業務は事業計画内で推移したので、データ処理及びデータ容量には十分な余裕があ

り、機器の更新や拡充は行わなかった。現在のデータ容量の使用領域は２４ＧＢ（Ｏ

Ｓなどを含む全使用容量）であり、自動拡張可能なストレージ容量６４ＴＢの僅か

０.０３８％である。 

また、各種の機能改善については情報処理センターの利用者の利便性の向上や効率

性を高めるため、次のようなシステム仕様の変更や追加を随時行い、継続的に改善

を図り適切に実施した。 

 

・ 出力様式について元号を「令和」に変更した。 

・ 消費税率を１０％に変更、請求書金額表記に「内消費税」金額を追加した。 

   ・ 登録業種「管理者・廃棄者」、「充塡回収業者」等をヘッダーに表示した。 

   ・ 改正法対応仕様の追加、変更（事前確認結果説明書、確認証明書、引取証明書の 

写し、電子帳票の一括縦覧機能等）をした。 

 

②システムの安定運用のための保守管理の実施 

 情報処理業務を実施するシステムは、安定した運用を図るために高いセキュリティ

で保護されたデータセンター内に構築し、外部からのアクセスは暗号化された通信

手段やファイアーウォールによる接続制限を設けてある。 

また、システム開発や維持管理業務は、外部委託による運用管理会社（専門業者）

と連携し実施しており、開発内容や仕様変更など、不定期ではあるが、２～３週に 

一度程度の情報交換を行っている。 

具体的な取組としては、情報セキュリティの観点から、ＪＲＥＣＯからサーバーへ

の直接アクセスも行えない仕組み（アクセスはＷｅｂ経由のみ）となっており、万

一ＪＲＥＣＯ内の情報機器に不正アクセスやウィルス感染が発生した場合でも、情

報処理センターのシステムは隔離された環境としている。さらに、不具合発生時の

対応やサーバーのＣＰＵ使用率によりシステム運用状況の監視も行った。 

   このように、システムの安定した運用については、令和元年度中は支障なく維持さ 

れてきた。 

 



（３）その他必要な事項に関する事項 

令和元年度は情報処理センターの認知度を上げ、利用の普及・促進を図るため下記の

活動を行った。 

・ 全国主要都市で開催された環境省・経済産業省の「改正フロン排出抑制法に関する説

明会」（令和元年１１月１５日から令和２年２月２０日、機器ユーザー向け１４回、建

物解体業者及び廃棄物・リサイクル業者向け７回）において情報処理センターの利用

については法改正資料に追加して配布してもらった。（添付資料Ｃ） 

・ 情報処理センターの利用に関する説明会を東京で計４回開催（参加者数３３７名）、他

にも利用者の要請による個別説明会を開催した。（添付資料Ｄ） 

・ ＨＶＡＣ＆Ｒ ＪＡＰＡＮ ２０２０（第４１回冷凍・空調・暖房展）（令和２年３月３

日から令和２年３月６日予定）にブースを出展し、情報処理センター利用の普及・促

進活動やセミナー講演を実施する予定で準備を進めたが、新型コロナウイルス感染拡

大懸念のため開催中止となった。 

・ 分かり易い提案説明書を作成し、製造業者、スーパー等小売業者、食品加工業者、ビ

ル管理会社、大学、病院をはじめとする潜在利用者８０社以上を個別に訪問し紹介と

説明を実施、また、業界団体及びその傘下の企業への訪問、電話、メールによる周知、

広報活動を実施した。 

・ 大手上場企業等にＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）としてフロン類の管理をＣＳＲ（Ｅ

ＳＧ）報告書に記載することを啓発した。また、法令遵守に関してＣＳＲ・環境関係

の情報提供機関、弁護士事務所、ＩＳＯ審査機関と連携して周知活動を実施、改正法

マニュアルを作成し配布した。（添付資料Ｅ） 

・ 業界紙、関係団体（日設連・東冷協）会報に広告を掲載した。（添付資料Ｆ） 

・ フロン排出抑制法及び情報処理センターに関する専用ポータルサイトの内容を拡充し

た。 

・ 情報処理センター利用者へメールマガジン情報を発信、情報提供サービスの強化を図

った。 

 

 

[添付資料] 

 Ａ．情報処理センター利用実績 

 Ｂ．フロン排出抑制法及び情報処理センターに関する専用ポータルサイト 

 Ｃ．令和元年度 改正フロン排出抑制法に関する説明会 

 Ｄ．令和元年度説明会 

 Ｅ．改正フロン排出抑制法 必須・遵守マニュアル 

 Ｆ．新聞広告（空調タイムス）、雑誌広告（冷凍空調設備、東冷協だより） 



令和元年度情報処理センター登録件数（充塡・回収）R1実績

４月 243

５月 209

６月 207

７月 246

８月 170

９月 233

１０月 170

１１月 234

１２月 297

１月 346

２月 156

３月 315

計 2,826

添付資料Ａ

情報処理センター令和元年度利用実績
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フロン排出抑制法及び情報処理センターに関する専用ポータルサイト （http://jreco-rams.jp/） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料Ｂ 



 

令和元年度 改正フロン排出抑制法に関する説明会 
 

【機器ユーザー向け説明会】 

都市 開催日時 会場 

東京 

[第１回] 
令和元年 11 月 15 日（金） 14：00～15：30 経済産業省 本館地下２階 講堂 

大阪 

[第１回] 
令和元年 11 月 20 日（水） 10：30～12：00 

武藤記念ホール（國民會館） 

12 階 大ホール 

東京 

[第 2 回] 
令和元年 11 月 21 日（木） 14：00～15：30 全日通霞が関ビル ８階 大会議室 A 

札幌 令和元年 11 月 26 日（火） 14：00～15：30 
TKP 札幌ビジネスセンター赤れんが前 

５階 チューリップ 

仙台 令和元年 11 月 27 日（水） 10：30～12：00 
仙台青葉カルチャーセンター 

４階 403 号室 

名古屋 令和元年 12 月 4 日（水） 10：30～12：00 
ダイテックサカエ 

６階 クリエイトホール 

東京 

[第 3 回] 
令和元年 12 月 5 日（木） 10：30～12：00 経済産業省 本館地下２階 講堂 

高松 令和元年 12 月 10 日（火） 14：00～15：30 
香川県県民ホール（レクザムホール） 

４階 大会議室 

広島 令和元年 12 月 11 日（水） 14：00～15：30 
広島 YMCA 国際文化センター３号館 

２階 多目的ホール 

福岡 令和元年 12 月 17 日（火） 10：30～12：00 八重洲博多ビル １１階 ホール A 

大阪 

[第 2 回] 
令和元年 12 月 18 日（水） 10：30～12：00 

武藤記念ホール（國民會館） 

12 階 大ホール 

東京 

[第 4 回] 
令和２年 1月 15 日（水） 14：00～15：30 TKP 赤坂駅カンファレンスセンター 

東京 

[第 5 回] 
令和２年 2月 20 日（木） 10：30～12：00 経済産業省 講堂 

東京 

[第 6 回] 
令和２年 2月 20 日（木） 14：00～15：30 経済産業省 講堂 

 

【建物解体業者及び廃棄物・リサイクル業者向け説明会】 

都市 開催日時 会場 

東京 

[第１回] 
令和元年 11 月 18 日（月） 14：00～15：30 都道府県会館 １階 101 大会議室 

大阪 令和元年 11 月 20 日（水） 14：00～15：30 
武藤記念ホール（國民會館） 

12 階 大ホール 

仙台 令和元年 11 月 27 日（水） 14：00～15：30 
仙台青葉カルチャーセンター 

４階 403 号室 

名古屋 令和元年 12 月 4 日（水） 14：00～15：30 
ダイテックサカエ 

６階 クリエイトホール 

東京 

[第 2 回] 
令和元年 12 月 5 日（木） 14：00～15：30 経済産業省 本館地下２階 講堂 

福岡 令和元年 12 月 17 日（火） 14：00～15：30 八重洲博多ビル １１階 ホール A 

東京 

[第 3 回] 
令和２年 1月 15 日（水） 10：30～12：00 TKP 赤坂駅カンファレンスセンター 

 

添付資料Ｃ 



令和元年度 RaMS（冷媒管理システム）説明会

開催場所（都市名） 開催日 申込数 定員数 受講者数計

1 東京都 2019/7/3 68 60 59

2 東京都 2019/9/3 102 100 89

3 東京都 2019/11/6 118 100 103

4 東京都 2020/1/23 113 100 86

5
千葉県

（HVAC&R展・中止）
2020/3/3 0 60 0

6
千葉県

（HVAC&R展・中止）
2020/3/5
（1回目）

0 60 0

7
千葉県

（HVAC&R展・中止）
2020/3/5
（2回目）

0 60 0

8
千葉県

（HVAC&R展・中止）
2020/3/6
（1回目）

0 60 0

9
千葉県

（HVAC&R展・中止）
2020/3/6
（2回目）

0 60 0

337

添付資料D



 

改正フロン排出抑制法 必須・遵守マニュアル 

（2019 年 10 月 30 日初版第 1 刷発行 発行元・(株)オルタナ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料Ｅ 



 

空調タイムス：２０２０年（令和２年）１月２日付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料Ｆ 



 

冷凍空調設備：２０１９年１２月号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

東冷協だより：２０１９年１２月号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



収支決算書（令和元年度決算）

自 平成３１年　４月 １日
至 令和　２年　３月31日

一般財団法人　日本冷媒・環境保全機構

（情報処理センター）

東京都港区芝公園３－５－８
機械振興会館４０６－２

添付資料２



（単位:円）

令和元年度決算

225,193

225,193

0

0

225,193

269,017

4,667,971

4,936,988

4,936,988

0

▲ 4,711,795

▲ 4,711,795

225,193

        正味財産合計

       負債及び正味財産合計

Ⅲ　正味財産の部

  １．指定正味財産

  ２．一般正味財産

          その他

        流動負債合計

       負債合計

  １．流動負債

       　 預り金

        固定資産合計

      資産合計

Ⅱ　負債の部

        流動資産合計

  ２．固定資産

          ソフトウェア

Ⅰ　資産の部

  １．流動資産

          現金預金

科        目

貸借対照表
令和２年３月31日

情報処理センター(指定法人)

その他会計



（単位:円）

令和元年度決算

308,244

308,244

30,281

0

0

14,647

0

25,356

5,124

15,402

0

2,825

0

0

89,148

182,783

125,461

0

125,461

0

0

125,461

125,461

▲ 4,837,256

▲ 4,711,795

0

▲ 4,711,795Ⅲ　正味財産期末残高

          一般正味財産期末残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部

          当期指定正味財産増減額

          法人税・住民税及び事業税

          当期一般正味財産増減額

          一般正味財産期首残高

    (2) 経常外費用

        経常外費用計

          税引前当期一般正味財産増減額

  ２．経常外増減の部

    (1) 経常外収益

        経常外収益計

          評価損益等調整前当期経常増減額

          評価損益等計

          当期経常増減額

          消耗品費・消耗什器備品・修繕費

　　　　　租税公課その他

        経常費用計

          広報費（パンフレット作成費）

          銀行口座手数料

          会議費・研修費

          旅費、交通費

　　　　　通信運搬費

　　　　　印刷製本費

          システム開発引当金繰入額

          減価償却費

          賃借料（事務所費等）

        事業費・管理費

          人件費

          委託費(サーバー使用料、システム保守費）

        事業収益

        経常収益計

    (2) 経常費用

Ⅰ　一般正味財産増減の部

  １．経常増減の部

    (1) 経常収益

科        目

正味財産増減計算書
平成３１年４月１日から令和２年３月31日まで

その他会計

情報処理センター(指定法人)
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